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第4回ビジョン検討会にて頂戴したコメントから主要な論点を抜粋して掲載。

ご指摘事項

項目 ご発言概要 対応内容・対応方針

協調領域
競争領域を明確化することが協調領域の明確化につながる。
運用などの後工程や競争領域からみた協調領域の検討を進め
てほしい。

協調領域の明確化についての検討結果については第5回
ビジョン検討会の資料にてご説明いたします。(P.23参照)

社会実装
構想と現場の実態の乖離を埋めて、どう社会実装につなげて
いくか検討してほしい。

社会実装のプロセスは、DADCのアーキテクティングの結果
をもとに、コンソーシアムで実践していくことを想定してい
ます。（P.14参照）

公益DPF
公益デジタルプラットフォームとコンソーシアムの関係が明
確になっていない。

公益デジタルプラットフォームについては、現状P.16のよう
に整理しています。

データ標準
海外はジャイアントプレイヤーがデータを標準化しているが、
日本は個別に検討されておりデータの標準がない。

IPA/DISCと連携し、まずはデファクト標準となるよう検討
していきます。（P15参照）

セキュリティ
サイバーセキュリティの観点は重要でありコンソーシアムと
して考慮すべきである。

産業サイバーセキュリティ研究会WG１ビルＳＷＧと合流す
ることを前提に、コンソーシアム内で検討を行います。
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コンソーシアムについて
（設立準備会での検討状況の共有）
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急速な技術発展により、ビルに対してもソフトウェア・クラウドの適用、デジタル化が進んでいる。

スマートビルやデータ利活用による産業振興・国際競争力向上が課題であり、そのための協調領域の確立
が急務であるとともに、デジタル化を推進する政府意向の受け皿として業界団体が求められている。

コンソーシアム設立の背景

スマートビルに関する市場形成および
建設業におけるデジタル化・DXの遅れ

課題

01 スマートビル構築に関する技術仕様や
ガイドラインといった標準情報の不在

課題

02 データを活用した新たなビジネスや
エコシステム形成に必要な環境が未整備

課題

03

協調領域の明確化、スマートビル化によ
る具体的なインセンティブの実現
（規制緩和などの計画と対話）

方策

01 技術仕様や構築プロセスを整理し、技術
人材の育成やコミュニティ形成を実現

方策

02 経産省が主導／DADCが設計している
ウラノス・エコシステム、デジタルライ
フライン全国総合整備計画との連携

方策

03

出典）ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾗｲﾌﾗｲﾝ全国総合整備計画の検討方針について 2023年3月31日
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スマートビルに関わる全てのステークホルダーに価値をもたらすエコシステムが確立した社会を目指す

スマートビルの普及によって目指す世界

ユーザー情報を活用し
ビル機能を向上

大量のサービスロボットの導入

スマートシティとの連携

ビルの中で収集したデータを都市ＯＳ等と
連携することで、都市のアセットや
エネルギーの最適化、帰宅困難者対策など
の地域防災に対する貢献も可能に。

100台以上のロボットが、ビルや人とも
協調して動作することで、サービスの
高度化と省人化を実現。
ビルで取得・生成した情報を用いて、
安価かつ容易ににロボットの利用が可能に。

来訪者の情報（位置情報等）を活用し、
より便利なコンテンツの利用が可能に。
ベビーカーや車いす、視覚障害者なども、
より使いやすいビルに。

https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/project.html#smartbuilding-pj

https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/project.html#smartbuilding-pj
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スマートビルの普及によってデータ利活用を促進する新たな産業を創出し、サイバーとフィジカルが高度
に融合した人間中心の社会（Society5.0）の実現を目指す。そのためのアーキテクチャと協調領域を確立
することで、業界のデジタル化を推進し魅力向上を行うとともに、産業振興や国際競争力の向上を図る。

コンソーシアムのミッションの仮説

スマートシティの実現業界横断でのデータ活用ビル業界の活性化
Needs

02社会課題の解決

etc.

建築・建設業界 他業界A 他業界B

データ流通者 データ利用者データ提供者

信頼に基づくデータの流通と新たな産業の創出

自動化領域の拡大 新サービスの創造 新ビジネスの醸成

• 少子高齢化による
労働人口の減少

• 地方創生

• 脱炭素に向けた
エネルギーマネジメント

• デジタルディバイドの是正

• 生産性の伸び悩み

• 国際競争力の低下

• スマートビルに関する技術
のサイロ化の懸念

• ビルに関わる業務全般の
ＤＸ推進の期待

• 業界の垣根を越えたデータ
利活用による新サービスの
創造や価値創造への期待

• 各ビルOSや都市OSを介した
複数ビルや都市の連携

• エネルギーなどのリソース
の最適化

Needs

01
Needs

03
Needs

04
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多様なステークホルダーやシステムの連携を促進
• スマートビルのライフサイクルに関わる多様なステークホル
ダーや関連するシステムの連携を促進する

• サプライチェーン／バリューチェーンの明確化と必要なデー
タエコシステムを整備することで、社会実装を促す

異業種を巻き込んだ新たな価値の創造
• 建築・建設業界に新たなステークホルダーを呼び込み、
定着させるためのアーキテクチャやルール整備を行う

利害を超えて産業の発展に寄与する
• 業界の利害調整ではなく人間中心を目指したスマートビルの
あるべき姿（将来像）を追求し、産業発展を実現するための
リーダーシップ発揮する

知識や技術を集積し広く普及させる
• スマートビルを構築 / 運用するための知識や技術の普及の
ためのシンクタンクとして機能する

デジタル完結を目指した新しい組織の形
• デジタル完結を目指した効率的な組織運営によって、学術
団体や若手を巻き込んだオープンで活気ある組織を目指す

コンソーシアムのビジョンの仮説

所有者

企画者

設計者

施工者

サービス

提供者

利用者

管理者

監督
官庁

スマートビル
コンソーシアム

• 投資家
• ビルオーナー
• AM

• 保守会社
• セキュリティ
• ビル管理
（PM/BM）

• 設備メーカー
• ビルOS事業者
• アプリ事業者

• 設計事務所
• ゼネコン

• デベロッパー
• コンサル

• 来館者
• 入居テナント

• ゼネコン
• サブコン
• 工事業者

• 国交省
• 経産省
• デジタル庁
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コンソーシアムがメンバー企業に提供する具体的な価値について検討を行った。

コンソーシアムのバリューの仮説

01|知識交流を促すコミュニティ運営 02|エコシステムの創造 03|ガイドラインやツールの整備

04|教育や検定事業による技術者育成 05|政府機関や研究機関との働きかけ 06|国際競争力の強化

コミュニティ創設1

イベント実施2

アーキテクチャ規定1

協調領域の定義2

ガイドライン更新1

開発ツールの整備2

データの公開3

教育環境の整備1

大学の授業への導入2

検定事業の実施3

有益な事例の収集4

規制緩和の提言1

ｳﾗﾉｽ･ｴｺｼｽﾃﾑ連携2

助成事業の要望3

PoCフィールド創出4

ビルサービスの普及1

データモデルの輸出2
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DADCが提示した仮説を元に設立準備会メンバー23社で議論を行い、ミッション・ビジョン・バリューの
再構築を進めている。

設立準備会における指摘（抜粋）

Missionの素案候補

Visionの素案候補

Valueの素案候補

• スマートビルの存在価値を高めビルのステークホルダーに継続的なメリット
を提供し、日本の失われた30年を取り戻す

• 社会課題に寄り添い、進化し続けるビルを創造することで、あらゆる
ステークホルダーに継続的な価値向上をもたらす

• スマートビルの価値を創造し、魅力ある産業を創出する

• スマートビルのある世界を普通にする      etc.

• 実証結果を数値でフィードバックし、素早く次のアクションを判断して常に
改善活動を進められるスマートビルが当たり前の社会

• スマートビルの継続的な発展を支えるエコシステムが実現された社会

• 様々なステークホルダーの参画により、分野横断で協調し、スマートビルの
普及を促進することで市場を作る

• 業界を超えた視点（越境）で社会価値議論できるコンソーシアム   etc.

• インテリジェントではなくアップデートし続けられるスマートなビルを提供

• 技術や人材のマッチングプラットフォームを提供する

• オープン化、標準化によって、プラットフォームの普及を支える

• 持続可能な社会への貢献

• 民間・政府・行政と巻き込んで継続的な改善する etc.
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コンソーシアムを運営する上での基本理念と、具体的な目標について設定した。

コンソーシアムの基本理念 / 目標

コンソーシアムのKSF

スマートビル構築に関わる各種プロセスの
定義と標準化

01

スマートビルのエコシステムの構築
（データ、ツール整備など）

02

規制緩和やインセンティブの実現03

スマートビル関連事業の創出
（MSI, 助成・委託事業ほか）

04

データモデルの標準・デファクト化による
国際的リーダーシップの発揮

05

コンソーシアムの基本理念と行動指針

先端テクノロジーの導入01

業界の利害調整に志向せず
スマートビルのあるべき姿を追求02

自由でオープンな意見交換の場03

データガバナンスの視点に基づいた
意思決定04

デジタル完結の実践と共通プラット
フォームによる業務の最適化05
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スマートビルの社会実装の必要施策を検討し、行政から期待されるアプローチについてまとめた。

行政から適切な支援を引き出せるように、ウラノス・エコシステムやIPAと緊密に連携する。

スマートビルの社会実装アプローチ

飽和期

成長期

黎明期

成熟期

• 各社独自のビルOSが発表される
• 協調領域の必要性が顕在化する

• 業界団体を組成
• ビルOSの協調領域の仕様策定
• 各社ビルOSの比較基準の策定
• フラッグシップビルへの導入
• 汎用ビルアプリケーションの登場
• MSIの台頭

• ビルOSの標準仕様を規格化
• 大規模ビルへの適用の一般化
• 中小規模ビルへの適用を模索
• ビルアプリケーションの競争が過熱
• ビルOSに標準対応する機器が普及
• データを用いたサービスの台頭
• ロボット連携の一般化
• MSI業務や契約の浸透
• 教育制度や検定 / 認定の開始
• スマートシティ事例が登場

• ビルOSの搭載が一般化
• 有力ビルアプリの利用が一般化
• スマートビル認定機器の一般化
• データを用いたサービスの一般化
• ビル間でのロボット連携の一般化
• MSI業務や契約方式の一般化
• 教育制度や検定 / 認定が一般化
• スマートシティが一般化

行政からのアプローチ

• 業界団体の組成支援

• 助成事業

• 規制緩和（容積率緩和など）

• 認定/認証事業

• 補助金の交付

• 国際標準化支援

• 優遇税制

• 特区指定
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経済産業省

民間団体

データモデルについてはDISCを通じてSmart Data Modelsと連携することで国際デファクト標準を狙う

IPAとの連携体制 / 国際標準化に向けての取り組み（案）

デジタル庁

IPA

DADC
デジタルアーキテクチャ・

デザインセンター

DISC
デジタル基盤センター

ISEC
IPAセキュリティセンター

ICSCoE
産業サイバー

セキュリティセンター

データモデル
（ドメイン別）

GIF
政府相互運用性
フレームワーク
（主要語彙）

ツール類

カタログ

etc.コネクター

SDK

辞書

Gitリポジトリ

スマートビル
コンソーシアム

※名称要検討

DSA
一般社団法人

データ社会推進協議会

米国

欧州

建物
データ
モデル

自動車
データ
モデル

電力
データ
モデル

Gitリポジトリ

etc.

参照

建物データモデルのコミット

設計

管理

ツール提供 / 連携

MoU締結

連携 / 調整

推進協力 / データモデルのコミット

連携 / 調整

連携

東京大学（ＧＵＴＰ）

Ｗ3Cなど
連携 

公益デジタルプラットフォーム（仮説）
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データ共有・管理層フィールド層 アプリケーション層

公益デジタルプラットフォーム
(Ouranos Ecosystem スマートビルセクション)

データ連携API

公益デジタルプラットフォームとの関係性

アプリカタログ

SDK

協調領域
リファレンス

データ変換
コネクター

データカタログ
（データモデル集）

オープンデータ
ストレージ

データモデルの参照
アプリカタログの登録
協調領域のリファレンス参照
オープンデータを用いたアプリ開発

データモデルの登録
協調領域のリファレンス参照
オープンデータを用いた製品開発

VPP
アプリ

モビリティ
管理アプリ

パーソナル
ナビアプリ

Smart City
アプリ

スマートビルB

スマートビルC

β社製ビルOS

デ
ー
タ

送
受
信

データモデル

β社独自機能

データ管理

ビル設備システム群

ビル設備システム群

ビルアプリ群

ビルアプリ群

G
W

G
W

デ
ー
タ

連
携

スマートビルA

デ
ー
タ
送
受
信

モ
ジ
ュ
ー
ル

データモデル

サイバーセキュリティ

データ管理

アクセス管理

イベント管理

α社独自機能

α社製ビルOS
ユーザー用アプリ

ビル管理アプリ

BEMSアプリ

人流解析アプリ

中央監視システム

計量設備

照明設備

入退管理システム

防災設備

空調設備

連
携G

W

IoT機器
etc. etc.

etc.

デ
ー
タ
連
携

モ
ジ
ュ
ー
ル

ビル間連携アプリ

オープンデータの格納
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コンソーシアム設立までの各会の活動

設立準備会 コンソーシアム
（仮称）スマートビルアソシエーション

分科会（必要に応じて開催）

産業サイバーセキュリティ研究会WG1 ビルサブワーキンググループ

発起人会
移行 発起

合流

合流

etc.協調領域の検討 規制緩和検討 標準化検討

サイバーセキュリティ 物理セキュリティ

発起人選定

各種原案策定

etc.

団体の立上げ

発起資料の確定

コンソーシアム

組成に向けた各書類

の原案策定と発起人

会の立上げを実施

設立準備会で策定し

た各書類を精査し、

コンソーシアム設立

に必要な書類の確定

と各種手続きを進め

団体を発起する

etc. etc.

コンソーシアム発足後に必要

となる議題について分科会を

実施し、各種検討を行う

コンソーシアム発足時にビル

サブワーキンググループを

取り込む

策定したMission / Vision / Valueに基づ

き、業界全体のデジタル化推進や魅力向

上、産業振興、国際競争力の向上を実現

する業界団体として活動を開始する
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準備会規約／役割分担

• ゴールと道程の確認

• 会員要件、責任範囲

• 役割分担

• 検討事項の決定方法

• その他必要事項

経営理念

• 組織のあるべき姿の検討

• 使命(Mission)の策定

• 目的/将来像(Vision)の策定

• 価値観/行動指針(Value)の策定

組織形態

• デジタル完結を目指せる様な
組織形態の検討

• 団体の意義に則した組織形態の
検討

組織体制

• 組織体制のアーキテクチャ設計

• 関連団体との連携方法の検討

• 組織の意思決定システム

• 組織の機能や人員構成

• 資金 / 費用

• 組織体制の【原案】を作成

事業趣意書

• 事業趣意書の要件整理

• 事業趣意書の概要を協議・検討

• 事業趣意書の【原案】を作成

定款 / 約款

• 定款 / 約款に盛り込むべき内容
の協議と検討

• 定款 / 約款の【原案】を作成

会員募集要項

• 会員の範囲や条件などの整理

• 会員候補のリスト化

• 入会金 / 年会費等の収入計画

• 会員募集要項の【原案】を作成

• 会員勧誘活動

キックオフミーティングで、規約を含む会の進め方を整理したうえで、第一回目にコンソの方向性を定め
る経営理念を特定。以後、コンソ組成に必要な要件の原案策定を各タイミングで実施。

設立準備会の活動概要と成果物のイメージ
機密性２ 関係者限り

発
起
人
会
を
発
足

タ
ス
ク
の
論
点

4~6月 7~8月 9~10月１~3月

• 組織の使命（Mission）

• 組織の目的/将来像（Vision）

• 組織の価値観/行動指針（Value）

• 組織形態

• 組織体制【原案】

• 事業骨子【原案】

• 事業趣意書【原案】

• 定款・約款【原案】

• 会員募集要項【原案】

事業骨子

• 事業骨子（WG含む）の協議

• 公的機関との連携を検討

• 主たる事業骨子（WG含む）を
組織体制や人員、資金等とも
照らし合わせて総合的に検討

• 事業骨子の【原案】を作成

成
果
物
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関係省庁

経済産業省

設立準備会
発起に向けた各種原案の策定

• 経営理念 / 事業骨子の草案策定
• 定款約款の草案作成
• 会員募集要項の整備 …等

会議体運営

• 議題選定（課題出し）
• 要件整理
• 進捗管理 …等

2024年度の体制と活動予定

DADC

2024年度メンバー

コンサルタント

専門委員

常勤：3名 非常勤：1名

参加企業・団体

ゼネコン：5社 / 設計会社：1社
ディベロッパー：4社 / メーカー：7社
SIer：2社 / ビル管理：1社 / コンサル：1社
ベンチャー：2社

協調領域の
検討支援

運営支援
情報共有

国土交通省

内閣府

意見取り纏め
取組状況の共有

コンソーシアム発起資料
各種調査報告書

活動方針
の共有

分科会（必要に応じて開催）

協調領域の検討 規制緩和検討 標準化検討

参加企業・団体

設立準備会等からの有志メンバー

デジタル庁

・・・

産業サイバーセキュリティ研究会
ＷＧ１ ビルＳＷＧ

関係団体
防災科学技術研究所

PFI / PPP推進協議会

・・・

プロジェクト
技術連携

慶應義塾大学

NEC 日立製作所

日本マイクロソフト buildingSMART Japan

竹中工務店 大林組

大成建設 東急建設

日建設計 鹿島建設

etc.

ﾛﾎﾞｯﾄﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ施設推進機構(RFA)

ＧＵＴＰ／Ｗ３Ｃ
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産官学の多様な分野を巻き込み、設立準備会にコンソーシアム設立のための検討項目を議論し、発起人会
での最終合意を経て、2024年度中にコンソーシアム設立を目指す。

コンソーシアム設立に向けたロードマップ（案）
機密性２ 関係者限り

～2022 2023年度 2024年度 2025年度 2026~

1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 …

DADC
活動

コンソーシアム
活動

他連携

▲
検討会③

▲
検討会④

▲
検討会⑤

▲
検討会⑥

■
PYNTイベント

■
CEATEC

■
スマビルEXPO

●
ガイドライン発行

●
完了

スマビルチーム機能移管普及勉強会 アーキテクティング

技術分科会 各種分科会（必要に応じて）

コンソーシアム設立支援
（コンサル起用を含む）

普及促進
支援 / 指導

設立準備会

会員募集

発起人会

コンソーシアム運営

▲
準備会立上げ

▲
発起人会発足

▲
設立総会

●
コンソ版ガイドラインの更新

NEDO助成事業（スマートビル）への協力

OSSのビルOSの開発（GUTP）、標準化の連携（W3C）

事
務
局

協
力

機
能
移
管

実
証
事
例

専門委員会議
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技術標準化の検討状況
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スマートビルにおける協調領域は、スマートビルを構成する各層の標準仕様のことを表す。

技術分科会ではデータモデルやAPIだけに留まらず、ビルOSの機能要件などについても議論を実施した。

協調領域の範囲
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スマートビルの各層における協調領域と競争領域の一部を例示する。

協調領域と競争領域

ジオメトリ管理機能

時系列データ蓄積機能

データ分析機能

プロトコル変換機能

遠隔設備制御機能

遠隔アップデート機能

提供サービス

UI/UX

協
調
領
域

競
争
領
域

利用者認証機能/権限管理機能（認可）デバイス認証機能

データモデル（語彙・表現形式・識別子）の標準化

フィールドデータ収集機能

サイバーセキュリティ

デバイス通信機能

データ参照機能

フィールド層 データ共有・管理層 アプリケーション層

エッジAI機能

AIソリューション

データ連携機能（外部システム連携）

インターフェースの標準化
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識別子に求められる性質

ビルOSがデータモデルとして管理する各種オブジェクト(リソース)の識別子を検討する。

横断的なデータの利活用を実現するためには、『どの建物にある、どの物体のデータなのか』を

一意に特定できるようにする必要がある。

識別子の検討観点

検討観点の概要敷地（Site）

建物（Building）

階（Storey）

部屋（Space）

物体（Object）

監視点（Point）

検討方針（案）

一意性

ID体系候補

不変性 相互運用性

管理性 拡張性 信頼性

リソースを一意に
特定出来る

リソースの種類や
個々の実体の増加に
柔軟に対応できる

リソースに一度
割り当てた識別子が

変わらない

異なるシステムや
サービス間で識別子
を共通利用できる

特定の組織や団体に
依存せずに識別子を
発行 / 管理できる

誤った識別子を
検出できる仕組みを

備えている

UUID DID 不動産ID

識別子の一意性の範囲 識別子の体系・表現形式

• 当面の方針としては、ビルOSや
外部システムとの相互接続性に
大きく影響する部分に的を絞って
検討を進めて行く

• 既存の識別子や仕組みを適切に
連携させることで、スマートビル
における識別子体系を構築する
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アプリケーションやフィールド側機器との接点になるビルOSのインターフェースについて、

協調領域として標準化する範囲や要件を具体化するための検討観点を整理する。

インターフェースの検討観点

利用目的と対象範囲の明確化
検討項目： 協調領域として規定する範囲

代表的なユースケース
接続対象・利用データの想定 …等

一貫性のあるインターフェース設計
検討項目： 接続仕様の標準化、プロトコル選定

エンドポイント設計のルール化
通信に用いるデータフォーマット …等

認証・権限管理、セキュリティ対策
検討項目： ユーザー/デバイス認証、権限管理（認可）

証明書/トークン管理
セキュリティ対策の方針 …等

将来的な拡張性
検討項目： 拡張性を担保する仕組み

拡張APIの方針・管理方法
段階的な機能拡張のロードマップ …等

データハンドリングの方針
検討項目： リアルタイム性の確保

大規模データの送受信方法
データキャッシュの有無 …等

バージョン管理
検討項目： バージョン管理方法

バージョン間の互換性の方針
LTSバージョンなどの保守方法 …等

モジュール間の互換性
検討項目： モジュールと通信対象の接続性の検証

互換性を担保する仕組み
問題発生時の切り分け方法 …等

エラーハンドリングとバリデーション
検討項目： エラー処理の方針

エラーコード等の共通化の要否
バリデーション機能の要件整理 …等
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デジタル技術やデータを利活用するスマートビルでは様々なシステムが複雑に連携し、従来とは大きく異
なる要求機能が存在する。スマートビルが普及するためには、この新たな要求機能に対応できる専門知識
を有する人材＝MSIが必要となる。それらの知識の体系化と関連業務プロセスの標準化が必要。

MSI（Master System Integrator）の必要性と要求スキル

建築・設備
の知識

ICT・情報通信
の知識

スマートビル
周辺知識

スマートビル
固有の知識

物理アセット
の知識

保守・運用
の知識

法規・契約
の知識

アプリケーション
の知識

• セミナーの実施
• コミュニティ形成

情報交流の活性化

固有知識の整備

• ガイドラインの編纂
• 検定による能力認定

MSIの全業務にはスマートビル固有の知識の他に周辺知識も修得が必須

改修Ph

運用Ph

施工Ph

設計Ph

計画Ph

企画/構想Ph

MSI業務は各フェーズ毎に複数の企業が分担する可能性が高い

建設工程 MSI支援業務の内容例

事例・情報収集

コンセプトデザイン

実現可能性調査

ファシリテーション

予算化支援

スマートビルマスタープラン策定

設計図書の作成支援

要件定義書作成

仕様グレード精査

施工事業者の選定支援

設計事業者の選定支援

開発要素の精査 コスト管理支援

連携仕様の整理

施工計画の精査 システムインテクレート 設計監理

施工図書の作成支援

運用計画の作成支援 運用マニュアルの作成支援

トレーニング計画支援 パートナーマネジメント支援

顧客満足度調査 改修提案

サービスデザイン支援
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MSIの普及（職能化）に向け、コンソーシアムでは、建築フェーズごとのＭＳＩの業務や成果物の標準化
を実施する。また、普及の段階に合わせた施策が必要で、IPAと連携しながら、可能な施策を検討する。

MSIの普及（職能化）に向けたステップの仮説

成長期

黎明期

成熟期

標準化対象のドキュメント
スマートビル市場Side

MSIが参画したスマートビル
の先行事例が出始める

MSIに必要な教育施策

ガイドラインを始めとした
スマートビル固有の
知識提供と検定試験の設立

スマートビル市場Side

MSIの職能が明確化し
MSI人口やスマートビルの
実績が増加する

MSIに必要な教育施策

大学教育との連携や公的指
標となる資格制度の確立を
行いMSIの担い手を増やす

スマートビル市場Side

スマートビル認証制度が
始まり、スマートビルの普及
に伴ってMSIの地位が確立する

MSIに必要な教育施策

MSI業務の定型化と職能団体
の設立を進め、実務知識を
共有できる仕組みを作る

• 各フェーズ毎のMSI契約書の雛形
（企画Ph / 設計Ph / 施工Ph / 運用Ph）

• 要求定義書、要件定義書の雛形

• ビルデータに関する契約、利用規約
の雛形

• プライバシーポリシーの雛形

• 各フェーズ毎のMSI成果部の雛形
（企画Ph / 設計Ph / 施工Ph / 運用Ph）

• RFI、RFPの雛形

• 実施体制例

• 工事区分例

契約関連

業務遂行関連
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Appendix
～第4回ビジョン検討会ご指摘事項～
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ご指摘事項（１）

項目 発言者 ご発言概要 対応内容・対応方針

コンソーシアム

池田委員

中間委員

松井委員

• 社会実装させて世の中に浸透させるプロセスを考える
ことが必要。

• 現時点では、現実志向のコンソーシアムを想定してい
ると考えるが、未来志向があってもよい。

• 参画者を多く巻き込んで自由競争できる世界観がある
よとい。、スタートアップがすぐに「契約できる状
態」にできると良い

• 社会実装のプロセスは、DADCのアーキテクティング
の結果をもとにコンソーシアムで実践していくことを
想定しております。

• 目指すべき姿を改めて示したうえで、コンソーシアム
としてのビジョンや目標を設定していきます。本日の
説明資料でもそれらの一端を示しました。

• スタートアップの巻き込みはこれまで議論できていな
かったポイントでしたので、今後アーキテクチャー設
計含め巻き込み方を検討していきます。

協調領域
阿多委員

上野委員

• データ流通の敷居をどう取り除くかが課題。データの
所有権・利用権の議論が進むことを望む。公共財とし
てのデータと個別利用するデータのすみわけが検討で
きると良い。

• 競争領域を明確化することが協調領域の明確化につな
がる。運用などの後工程や競争領域からみた協調領域
の検討を進めてほしい

• データの所有権については、現時点では民民の契約で
規定することがガイドラインで想定されている。公益
性の高いデータの取り扱いについては、ウラノスエコ
システムで言及されている公益データプラットフォー
ムと合わせて、コンソーシアムの中でも論点として取
り上げていきます。

• 協調領域の明確化についての検討結果については本日
(第5回ビジョン検討会)の資料にてご説明させていただ
ければと思います。

提供価値 浜坂委員
• 生産も含めたデジタルツインの世界を実現することで
圧倒的な必然性を作っていくことが重要。
運用だけではなく、作り方を変えていく必要がある

• デジタルツインの世界観の実現には、BIMも含めた建
設プロセス全体を考慮に入れる必要があります。現状
では、そこまでをカバーしきれてはいませんが、bSJや
国土交通省とも連携し、コンソーシアムでも論点とし
て取り上げ、検討を進めていきます。
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ご指摘事項（２）

項目 発言者 ご発言概要 対応内容・対応方針

インセンティブ

阿多委員
池田委員
上野委員
巻口委員

• インセンティブの提供が必要。

• 建設におけるICTコストの割合が小さいが、ここを大
きくしていくのが業界としての課題ではないか。

• データを協調利用する際のインセンティブ設計につい
ての議論が必要。コンソーシアムでの議論に期待。

• ビルオーナー向けのインセンティブがないと普及には
つながらない。スマートビルが社会常識になるまでの
インセンティブをどのように検討しエコシステムを形
成していくかを検討してほしい。

• 競争領域でマネタイズできることでがわかればモチ
ベーションにもつながる。

• コメント頂いた点は、業界の課題としてコンソーシア
ム内での議論していきます。

• コンソーシアム内でインセンティブ設計について論点
として取り上げて議論していきます。

• ビルオーナーについてもコンソーシアムに参画いただ
くことでエコシステムの形成を図ることを検討してお
ります。

社会実装 中間委員
• 構想と現場の実態の乖離を埋めて、どう社会実装につ
なげていくか検討してほしい。

• 社会実装のプロセスは、DADCのアーキテクティング
の結果をもとにコンソーシアムで実践していくことを
想定しております。

公益DPF 阿多委員
• 公益デジタルプラットフォームとコンソーシアムの関
係が明確になっていない。

• 公益デジタルプラットフォームについては、現状P.16
のように整理しています。

ビルOS 池田委員
• ビルOSの位置づけを明確にしてほしい。個別ビルでは
なく、複数ビルからのデータ収集についての手法(プ
ラットフォーム)についても検討してほしい。

• ビルOSは複数ビルからデータを収集できる仕様になっ
ています。
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ご指摘事項（３）

項目 発言者 ご発言概要 対応内容・対応方針

MSI
池田委員
滝澤委員

• 発注時にMSIに関する規定が何もないことがスマート
ビル普及のボトルネックになっている。

• MSIのプロセスのまとめ方について議論することが必
要

• MSIに関する規定などについては、コンソーシアムで
規定していくことを想定しています。

• MSIに関しては、本日の説明資料に補足を加えており
ますとともに、今後もコンソーシアムで議論していく
ことを想定しています。

発注 池田委員
• 発注サイドの課題がある。図面が現状スマートビルに
対応できるようになっていない（電気、設備、空調）

• コメント頂いた点は、業界の課題としてコンソーシア
ム内での議論していきます。

認証 滝澤委員
• 認証の対象の時間軸。プロダクト提供側と受け入れ側
のビルの時間軸があってないといけない。

• 認証のタイミングについては、DADC側でも検討し論
点としてコンソーシアム側へ投げ込むことを考えます。
まずは、先行して進んでいるデジタルプラットフォー
ム認証の検討に合わせて、ビルＯＳの認証を進めよう
と考えています。

データ標準 巻口委員
• 海外はジャイアントプレイヤーがデータを標準化して
いるが、日本は個別に検討されておりデータの標準が
ない。

• 国際標準については、IPA/DISCと連携し、デファクト
になるよう検討していきます。（P15参照）

対象 松井委員

• 大規模向けでなく、中小や既存にも展開できると良い。
大規模向け、中小規模向けをサブセットとしてとらえ
てもよいかもしれない。サービスドリブンな段階的な
実装になるとよい。

• NEDO実証実験において中小企業向けの検討を行って
いる事業者もある。そちらと連携しながら検討を進め
る。

セキュリティ 齊藤委員
• サイバーセキュリティの観点は重要でありコンソーシ
アムとして考慮すべきである。

• 産業サイバーセキュリティ研究会WG１と合流したこと
から、コンソーシアム内で検討を行う。
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ご指摘事項（４）

項目 発言者 ご発言概要 対応内容・対応方針

ユースケース

浜坂委員
中間委員
巻口委員
齊藤委員

• ビルOSを使ってユーザーフレンドリーなサービス提供
につながる。提供者は、ビルに関連する人でなくても、
データ利活用者のニーズにこたえることも重要

• 困りごとからのニーズは強い。顕在化しているニーズ
はないかもしれないが、困りごとからユースケースを
検討してはどうか。健康経営もキーワード

• ガイドラインのアプローチと社会実装は同時並行にす
べき。ユースケースでメリットを見せていくことが必
要

• 解くべき社会課題があり、これを解決できるスマート
ビルを考えていくことが必要

• ユースケースについては、継続検討していきます。

試行環境
阿多委員
巻口委員

• 大学の学生に時間や場所を限定してAPI等を開放するこ
とで教育・普及に寄与する可能性があり、大学が
フィールドとして活用できる可能性もある。

• テック業界の誘致に関しては、データを利活用できる
場を設けることで呼び込むことができると思う。

• アプリネイティブ人材の育成について、今後も大学含
めて議論をしたい。そのためのサンドボックスの考え
方などについて継続検討する。

• プレイグラウンドの考え方については、DADCおよび
コンソーシアムにて継続検討する。
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